
平成28年度アクションプラン対象施策に基づく関連表

Ⅲ．世界に先駆けた次世代インフラの構築

ⅰ）効率的かつ効果的なインフラ維持管理・更新の実現

今年度の検証
可能な達成目標

３年間の検証可能な達成目標
総合戦略2015の
記載内容

重点的取組 ①取組の内容 施策番号 施策内容 施策番号 施策内容 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
②2020年までの
成果目標

イ・内科01 イ・内科01

文部科学省 文部科学省

農林水産省 農林水産省

経済産業省 経済産業省

国土交通省 国土交通省

イ・経01
現場ニーズに基づくロボッ
ト開発を促進

イ・国01
「次世代インフラ用ロボット
開発・導入検討会」等によ
り連携体制を構築

総合戦略2015の記載内容 各省事業・施策
各省事業・施策
（社会実装）

イ・国01

イ・国01

橋梁定期点検要領や技術
仕様等の基準類への反映
を目指し、国のみならず地
方自治体における導入・
普及を促す

・従来の低消費電力無線通
信技術（IEEE802.15.4等）と比
較して消費電力を1,000分の１
以下に低減したセンサ側無線
通信技術等の確立

—

・前年度までの研究開発の実
施状況を踏まえ、送受信等の
基本機能の改良を行うととも
に、新たにセンサとのイン
ターフェースの設計・施策等
を実施

・モニタリング技術、ロボット
技術、非破壊検査技術につ
いて、開発できたものから順
次、国交省等の実証事業に
投入して、実用化に向けた対
応を行う

イ・経01

モニタリング技術、ロボット
技術及び非破壊検査技術
を開発・実証した後、それ
ぞれの参加企業において
製品化開発を行い、２年
以内のサンプル出荷・製
品販売又はモニタリング
事業を開始

イ・総01

センサで計測したひずみ、
振動等のデータを高信頼
かつ超低消費電力で収
集・伝送する通信技術を
確立し、実際の社会インフ
ラにおいてフィールド実証
を行う

イ・総01

研究開発成果の海外を含
めた普及展開を見据え、
フィールド実証等の成果を
基に国際標準化を推進

イ・経01

インフラの状態を把握でき
るモニタリングの技術開発
及び維持管理を行うロ
ボット・非破壊検査装置の
技術開発

・国交省等との連携により現
場ニーズとシーズに沿った研
究開発事業の継続

・モニタリング技術、ロボット
技術について、開発できたも
のから順次、国交省等の実
証事業に投入して、実用化に
向けた対応を行う

・インフラの損傷度
等をデータとして把
握する効率的かつ
効果的な点検、モ
ニタリングを実現す
るためのロボットや
センサ、非破壊検
査技術等の開発
（打音などの従来技
術の高度化、最新
のセンシング技術を
利用した構造体の
変位の検出や構造
体内部の状態を可
視化する技術の開
発、高度な分析を
可能にする画像処
理技術の開発など）
（ＳＩＰを含む）
【内閣府、総務省、
文部科学省、農林
水産省、経済産業
省、国土交通省】

ロボット技術について、直
轄現場での検証を通じて
高度化し、積極的に導入
することで、社会インフラ
の維持管理及び災害対応
の効果・効率を高め、また
国内で培われたロボット技
術を海外へ展開

ロボット・センサ・非破壊技
術によるインフラの点検・
検査の開発を行い、一般
性の高い診断技術の確立

イ･文01

ナノ・マイクロオーダーで
の材料科学に基づいたコ
ンクリート材料の劣化機構
の解明と診断技術開発

イ・文01

・遠隔診断基礎技術・非破壊
検査基礎技術の研究開発に
おいて、塩害・中性化を模擬
した暴露試験体を5体作成
・打音検査技術の開発におい
て、コンクリート供試体等の表
面から深さ5cm以内での検出
・飛行ロボットの研究開発に
おいて、プロトタイプ試作

物質・材料研究の中核的
機関であるＮＩＭＳに、オー
ルジャパン体制の信頼性
評価、補修技術等に関す
る研究開発拠点を構築

高信頼で低コストなインフラ
補修技術の開発

・インフラ劣化機構の診断技
術の開発

・公募開始

・対象決定

・現場検証・評価

・H27の現場検証・評価の結
果を踏まえた試行的導入

・上記試行的導入の効果と課
題を検証し、更なる改良を促
進

構造物や設備の社会的影
響度要求される性能の違
いを考慮し、社会的な重
要度等に対する管理水準
に応じた合理的な維持管
理の各種要素技術及びマ
ネジメント技術を開発

国土交通省

研究成果は、維持管理プ
ロセスに必要な技術の開
発及び活用、並びに「道路
土工指針」や「道路トンネ
ル維持管理便覧」等行政
による技術基準の策定、
国、地方公共団体、民間
等が行う建設事業や業務

本研究は平成２７年度に終了予定。
これまでの研究成果を踏まえ、効率的かつ効果的なインフラ維持管理・更新の実現に向け
た研究内容について検討中

（１）構造物の
劣化・損傷等を
正確に把握す
る技術（点検）
（SIPを含む）
【内閣府、総務
省、文部科学
省、農林水産
省、経済産業
省、国土交通
省】

・計測時間10秒程度での測定
を行える高感度近赤外分光
装置の試作
・コンクリート供試体等の表面
から深さ8cm以内での検出
・空中姿勢を維持した状態で
難アクセス箇所の近接目視を
代替できる装置、または打音
装置を有する飛行ロボットを
実現

・フィールド試験により評価結
果をフィードバックしシステム
改良
・正常部での打音を必要とせ
ず異常有無を出力
・実環境下での運用評価と改
善

・観測対象構造物の3m以上
遠方から10cmx10cmの面内
解像度での計測を実現
・点検員の技術に左右されず
判別可能となること
・5～10m／s程度の風速の中
で飛行し、検査箇所の位置同
定とともに損傷状況を特定

・管理水準に応じた構造物の
調査・点検手法の確立
・構造物の健全度・安全性に
関する診断・評価技術の確立
・構造物の多様な管理水準・
構造条件・損傷状態に応じた
効率的な補修・補強技術の確
立
・構造物や機械設備における

・インフラ劣化機構の診断技
術の開発

・H28の試行的導入・検証を
踏まえた本格導入

・評価結果のオープン化、技
術基準への反映等による普
及展開

-

-

・モニタリング技術、非破壊検
査技術を国交省等の実証事
業に投入して、実用化に向け
た取り組みを行う

国土交通省

・国内の重要インフラ・老
朽化インフラの20％はセ
ンサ・ロボット・非破壊検査
技術等の活用により点検・
補修を実施

・センサ・非破壊検査技
術・ロボット等の
活用による点検・モニタリ
ングを低コストで実用化

・人が近づくことが困難
な場所、版裏・狭隘部等
で、死角となり見えない箇
所での効率化に資する点
検の実用化

ロボット・センサ・非破壊技
術によるインフラ維持管理
の実現

次世代インフラ材料開発
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ネジメント技術を開発
等に関連する技術資料の
作成に反映

管理水準を考慮した社会的リ
スク評価技術と、これを活用
したマネジメント技術の確立
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イ・内科技02 イ・内科技02

総務省 総務省

イ・内科01 イ・内科01

国土交通省 国土交通省

経済産業省 経済産業省

農林水産省 農林水産省

イ・経01
現場ニーズに基づくロボッ
ト開発を促進

イ・国01
「次世代インフラ用ロボット
開発・導入検討会」等によ
り連携体制を構築

イ・内科技02 イ・内科技02

文部科学省 文部科学省

経済産業省 経済産業省

・国内の重要インフラ・老
朽化インフラの20％はセ
ンサ・ロボット・非破壊検査
技術等の活用により点検・
補修を実施

・センサ・非破壊検査技
術・ロボット等の
活用による点検・モニタリ
ングを低コストで実用化

・人が近づくことが困難
な場所、版裏・狭隘部等
で、死角となり見えない箇
所での効率化に資する点
検の実用化

・巡回収集方式及び定点回
収方式に適した無線方式を
設計

・高速高圧縮センサデータ牽
引設計

（１）構造物の
劣化・損傷等を
正確に把握す
る技術（点検）
（SIPを含む）
【内閣府、総務
省、文部科学
省、農林水産
省、経済産業
省、国土交通
省】

イ・経01

インフラの状態を把握でき
るモニタリングの技術開発
及び維持管理を行うロ
ボット・非破壊検査装置の
技術開発

・公募開始

・対象決定

・現場検証・評価

・H27の現場検証・評価の結
果を踏まえた試行的導入

・上記試行的導入の効果と課
題を検証し、更なる改良を促
進

・H28の試行的導入・検証を
踏まえた本格導入

・評価結果のオープン化、技
術基準への反映等による普
及展開

・国交省等との連携により現
場ニーズとシーズに沿った研
究開発事業の継続。

・モニタリング技術、ロボット
技術について、開発できたも
のから順次、国交省等の実
証事業に投入して、実用化に
向けた対応を行う

-

・モニタリング技術、ロボット
技術、非破壊検査技術につ
いて、開発できたものから順
次、国交省等の実証事業に
投入して、実用化に向けた対
応を行う

・モニタリング技術、非破壊検
査技術を国交省等の実証事
業に投入して、実用化に向け
た取り組みを行う

イ・国01

橋梁定期点検要領や技術
仕様等の基準類への反映
を目指し、国のみならず地
方自治体における導入・
普及を促す

イ・国01

ロボット技術について、直
轄現場での検証を通じて
高度化し、積極的に導入
し、社会インフラの維持管
理及び災害対応の効果・
効率を高め、国内で培わ
れたロボット技術を海外へ
展開

イ・総01

センサで計測したひずみ、
振動等のデータを高信頼
かつ超低消費電力で収
集・伝送する通信技術を
確立し、実際の社会インフ
ラにおいてフィールド実証
を行う

イ・総01

研究開発成果の海外を含
めた普及展開を見据え、
フィールド実証等の成果を
基に国際標準化を推進

・前年度までの研究開発の実
施状況を踏まえ、送受信等の
基本機能の改良を行うととも
に、新たにセンサとのイン
ターフェースの設計・施策等
を実施

・従来の低消費電力無線通
信技術（IEEE802.15.4等）と比
較して消費電力を1,000分の１
以下に低減したセンサ側無線
通信技術等の確立

— -

維持管理のためのプラット
フォームとして、多種多様
なデータを一元的に管理
する大規模データベース
に関する技術開発

インフラのセンシングデー
タを収集し、統合的に解析
する技術開発を行う

イ・経01

モニタリング技術、ロボット
技術及び非破壊検査技術
を開発・実証した後、それ
ぞれの参加企業において
製品化開発を行い、２年
以内のサンプル出荷・製
品販売又はモニタリング
事業を開始

ロボット・センサ・非破壊技
術によるインフラの点検・
検査の開発を行い、一般
性の高い診断技術の確立

・開発するセンサ・
ロボット・非破壊検
査技術等の現場検
証による実用にお
ける効果と課題の
抽出や実用性の高
いものから国直轄
工事等への順次導
入（ＳＩＰを含む）
 【内閣府、農林水
産省、経済産業省、
国土交通省】

・システムの有効性を実証す
るとともに、ビジネス展開を行
う

・データベースシステムの実
インフラでの実証実験におい
て、有効性を示す

・点検で得られた
データのうち、誤検
知の除去（クレンジ
ング）、データの効
率的な蓄積、類似
パターンの分類・解
析などのデータ利
活用技術等の開発
（ＳＩＰを含む）【内閣
府、文部科学省、経
済産業省】

インフラのセンシングデー
タを収集し、統合的に解析
する技術開発を行う

・遠隔診断基礎技術・非破壊
検査基礎技術の研究開発に
おいて、塩害・中性化を模擬
した暴露試験体を5体作成
・打音検査技術の開発におい
て、コンクリート供試体等の表
面から深さ5cm以内での検出
・飛行ロボットの研究開発に
おいて、プロトタイプ試作

・計測時間10秒程度での測定
を行える高感度近赤外分光
装置の試作
・コンクリート供試体等の表面
から深さ8cm以内での検出
・空中姿勢を維持した状態で
難アクセス箇所の近接目視を
代替できる装置、または打音
装置を有する飛行ロボットを
実現

・電池１本で５年間の連続稼
働が可能となる低消費電力
の無線通信部と漏水検知セ
ンサ端末を開発
・画像データベースに対する
10秒以下の類似検索を実現

・巡回収集方式及び定点回
収方式に適した無線方式を
設計

・高速高圧縮センサデータ牽
引設計

・電池１本で５年間の連続稼
働が可能となる低消費電力
の無線通信部と漏水検知セ
ンサ端末を開発
・画像データベースに対する
10秒以下の類似検索を実現

・フィールド試験により評価結
果をフィードバックしシステム
改良

・正常部での打音を必要とせ
ず異常有無を出力

・実環境下での運用評価と改
善

・システムの有効性を実証す
るとともに、ビジネス展開を行
う

・データベースシステムの実
インフラでの実証実験におい
て、有効性を示す

（2）点検結果に
基づき補修・更
新の必要性を
判断する評価
技術（SIPを含
む）【内閣府、
総務省、文部
科学省、農林
水産省、経済
産業省、国土
交通省】

・センサで計測した
データを、高信頼か
つ超低消費電力で
収集・伝送する通信
技術等の開発
【内閣府、総務省】

ロボット・センサ・非破壊技
術によるインフラ維持管理
の実現

・他の地下構造物環境での適
用可能性の明確化

・統合センシングデータベー
スの開発

・他の地下構造物環境での適
用可能性の明確化

・統合センシングデータベー
スの開発

維持管理のためのプラット
フォームとして、多種多様
なデータを一元的に管理
する大規模データベース
に関する技術開発

・観測対象構造物の3m以上
遠方から10cmx10cmの面内
解像度での計測を実現

・点検員の技術に左右されず
判別可能となること

・5～10m／s程度の風速の中
で飛行し、検査箇所の位置同
定とともに損傷状況を特定

・診断・予測精度のバラツ
キ低減によるインフラ健全
度の正確な把握
・高精度な余寿命予測技
術の確立により維持管理
計画を最適化し、維持管
理・更新を効率化
・開発する技術を用いた
インフラ性能指標の定量
化
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イ・内科技03 イ・内科技03

文部科学省 文部科学省

経済産業省 経済産業省

農林水産省 農林水産省

イ・内科技02 イ・内科技02

文部科学省 文部科学省

経済産業省 経済産業省

イ・内科技03 イ・内科技03

文部科学省 文部科学省

経済産業省 経済産業省

農林水産省 農林水産省

維持管理のためのプラット
フォームとして、多種多様
なデータを一元的に管理
する大規模データベース
に関する技術開発

・巡回収集方式及び定点回
収方式に適した無線方式を
設計

・高速高圧縮センサデータ牽
引設計

・電池１本で５年間の連続稼
働が可能となる低消費電力
の無線通信部と漏水検知セ
ンサ端末を開発

・画像データベースに対する
10秒以下の類似検索を実現

・他の地下構造物環境での適
用可能性の明確化

・統合センシングデータベー
スの開発

・システムの有効性を実証す
るとともに、ビジネス展開を行
う

・データベースシステムの実
インフラでの実証実験におい
て、有効性を示す

イ・文01

物質・材料研究の中核的
機関であるＮＩＭＳに、オー
ルジャパン体制の信頼性
評価、補修技術等に関す
る研究開発拠点を構築

高信頼で低コストなインフラ
補修技術の開発

高信頼で低コストなインフラ
補修技術の開発

—

次世代インフラ材料開発

・老朽化施設の事故等の事
例収集及び課題を抽出

・供用中の施設の性能評価
に関する要素技術や提供情
報の検討

・点検・補修、利用制限等の
判断のための評価基準及び
システムの検討

 ・点検で得られた
データの収集分析
及び劣化撤去部材
の載荷試験をもと
に、構造体の様々
なパターンの劣化
進展予測システム
の開発（ＳＩＰを含
む）【内閣府、文部
科学省、農林水産

省、経済産業省、国
土交通省】

・上記2点に基づ
き、インフラの健全
度評価、余寿命予
測が実現可能な診
断技術を開発（ＳＩＰ
を含む）【内閣府、
文部科学省、農林
水産省、経済産業
省、国土交通省】

イ･文01

ナノ・マイクロオーダーで
の材料科学に基づいたコ
ンクリート材料の劣化機構
の解明と診断技術開発

イ･文01

物質・材料研究の中核的
機関であるＮＩＭＳに、オー
ルジャパン体制の信頼性
評価、補修技術等に関す
る研究開発拠点を構築

イ・国02

港湾における老朽化施設
の事故・損傷事例の収集
や分析により維持管理上
の問題点や技術的課題を
整理するとともに、現場へ
のケーススタディーによ
り、開発する手法の実務
への適用性を検証する

イ・国02

既存港湾構造物の効率的
かつ効果的な長寿命化・
有効活用の実現のため、
港湾構造物の保有性能を
簡便に評価し、施設の点
検・補修、利用制限等の
時期や範囲を的確に判断
する手法を開発する

—
・老朽化施設の事故等の事
例収集及び課題を抽出

イ・国02

・インフラ劣化機構の診断技
術の開発

・インフラ劣化機構の診断技
術の開発

イ・国02

既存港湾構造物の効率的
かつ効果的な長寿命化・
有効活用の実現のため、
港湾構造物の保有性能を
簡便に評価し、施設の点
検・補修、利用制限等の
時期や範囲を的確に判断
する手法を開発する

イ･文01

ナノ・マイクロオーダーで
の材料科学に基づいたコ
ンクリート材料の劣化機構
の解明と診断技術開発

作業簡便化や工期短縮化
による低コスト化と長寿命
性能を有する超耐久性能
を有する超耐久性コンク
リートを用いたプレキャス
ト部材を製品化

作業簡便化や工期短縮化
による低コスト化と長寿命
性能を有する超耐久性能
を有する超耐久性コンク
リートを用いたプレキャス
ト部材を製品化

・自己発光による劣化検出新
材料の研究開発において、ひ
ずみの可視化を達成できる
新規材料開発
・溶射技術開発において、耐
食性に優れた溶射材料組成
を確立
・高耐久性コンクリートの開発
において、高炉スラグ細骨材
を用いたコンクリートはり部材
の特性値確認

・インフラ構造物の０．１％ひ
ずみの可視化を達成し、０．
２％ひずみに対して自己発光
する材料を開発
・溶射材料の抽出

・パイロット工場より耐凍害性
の品質保証を付した量産品
相当の製品の出荷

・０．０１％ひずみ可視化を可
能にする材料・結晶構造因
子・センサ構造解明
・溶射材料の合金組成、被膜
構造と製造法に関するデータ
構築

・プレキャストRC部材のかぶ
りコンクリートの深さ・品質の
工程管理手法の確立

・０．０１％ひずみの可視化を
達成及び自己発光材料を開
発

・１００年間のライフサイクル
コストが重防食塗装に比べ３
０％以下、Al-Mg溶射に比べ
て65%以下を達成

・プレキャストPC部材の製造
と市場への供給を実現

構造材料のさまざまなパ
ターンの劣化機構に対す
るシミュレーション技術を
開発し、構造体の劣化進
展予測システムを構築、イ
ンフラの長寿命化およびラ
イフサイクルコスト低減に
資する新素材等を含む補
修補強技術の開発、新規
及び既設インフラ高性能
化を目指した材料開発

インフラのセンシングデー
タを収集し、統合的に解析
する技術開発を行う

構造材料のさまざまなパ
ターンの劣化機構に対す
るシミュレーション技術を
開発し、構造体の劣化進
展予測システムを構築、イ
ンフラの長寿命化およびラ
イフサイクルコスト低減に
資する新素材等を含む補
修補強技術の開発、新規
及び既設インフラ高性能
化を目指した材料開発

・点検・補修、利用制限等の
判断のための評価基準及び
システムの検討

次世代インフラ材料開発

・自己発光による劣化検出新
材料の研究開発において、ひ
ずみの可視化を達成できる
新規材料開発
・溶射技術開発において、耐
食性に優れた溶射材料組成
を確立
・高耐久性コンクリートの開発
において、高炉スラグ細骨材
を用いたコンクリートはり部材
の特性値確認

・インフラ構造物の０．１％ひ
ずみの可視化を達成し、０．
２％ひずみに対して自己発光
する材料を開発
・溶射材料の抽出

・パイロット工場より耐凍害性
の品質保証を付した量産品
相当の製品の出荷

・０．０１％ひずみ可視化を可
能にする材料・結晶構造因
子・センサ構造解明
・溶射材料の合金組成、被膜
構造と製造法に関するデータ
構築

・プレキャストRC部材のかぶ
りコンクリートの深さ・品質の
工程管理手法の確立

・０．０１％ひずみの可視化を
達成及び自己発光材料を開
発

・１００年間のライフサイクル
コストが重防食塗装に比べ３
０％以下、Al-Mg溶射に比べ
て65%以下を達成

・プレキャストPC部材の製造
と市場への供給を実現

・インフラ劣化機構の診断技
術の開発

・インフラ劣化機構の診断技
術の開発

・供用中の施設の性能評価
に関する要素技術や提供情
報の検討

港湾における老朽化施設
の事故・損傷事例の収集
や分析により維持管理上
の問題点や技術的課題を
整理するとともに、現場へ
のケーススタディーによ
り、開発する手法の実務
への適用性を検証する

（2）点検結果に
基づき補修・更
新の必要性を
判断する評価
技術（SIPを含
む）【内閣府、
総務省、文部
科学省、農林
水産省、経済
産業省、国土
交通省】

・診断・予測精度のバラツ
キ低減によるインフラ健全
度の正確な把握

・高精度な余寿命予測技
術の確立により維持管理
計画を最適化し、維持管
理・更新を効率化

・開発する技術を用いた
インフラ性能指標の定量
化

・診断・予測精度のバラツ
キ低減によるインフラ健全
度の正確な把握

・高精度な余寿命予測技
術の確立により維持管理
計画を最適化し、維持管
理・更新を効率化

・開発する技術を用いた
インフラ性能指標の定量
化
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イ・内科技03 イ・内科技03

文部科学省 文部科学省

経済産業省 経済産業省

農林水産省 農林水産省

イ・内科技03 イ・内科技03

文部科学省 文部科学省

経済産業省 経済産業省

農林水産省 農林水産省

本研究は平成２７年度に終了予定。
これまでの研究成果を踏まえ、効率的かつ効果的なインフラ維持管理・更新の実現に向け
た研究内容について検討中

本研究は平成２７年度に終了予定。
これまでの研究成果を踏まえ、効率的かつ効果的なインフラ維持管理・更新の実現に向け
た研究内容について検討中

国土交通省

構造物や設備の社会的影
響度要求される性能の違
いを考慮し、社会的な重
要度等に対する管理水準
に応じた合理的な維持管
理の各種要素技術及びマ
ネジメント技術を開発

国土交通省

イ･文01

作業簡便化や工期短縮化
による低コスト化と長寿命
性能を有する超耐久性能
を有する超耐久性コンク
リートを用いたプレキャス
ト部材を製品化

国土交通省

構造材料のさまざまなパ
ターンの劣化機構に対す
るシミュレーション技術を
開発し、構造体の劣化進
展予測システムを構築、イ
ンフラの長寿命化およびラ
イフサイクルコスト低減に
資する新素材等を含む補
修補強技術の開発、新規
及び既設インフラ高性能
化を目指した材料開発

高信頼で低コストなインフラ
補修技術の開発

イ･文01

・低コスト・高効率・高信頼
性を有する維持管理技術
（点検・診断、補修、高信
頼性材料）の開発
・耐久性が大幅に向上す
る低コストの新材料（自己
修復材料含む）の開発等

イ･文01

・低コスト・高効率・高信頼
性を有する維持管理技術
（点検・診断、補修、高信
頼性材料）の開発
・耐久性が大幅に向上す
る低コストの新材料（自己
修復材料含む）の開発等

イ･文01

・インフラ劣化機構の診断技
術の開発

・インフラ劣化機構の診断技
術の開発

次世代インフラ材料開発

物質・材料研究の中核的
機関であるＮＩＭＳに、オー
ルジャパン体制の信頼性
評価、補修技術等に関す
る研究開発拠点を構築

構造物や設備の社会的影
響度要求される性能の違
いを考慮し、社会的な重
要度等に対する管理水準
に応じた合理的な維持管
理の各種要素技術及びマ
ネジメント技術を開発

・０．０１％ひずみの可視化を
達成及び自己発光材料を開
発

・１００年間のライフサイクル
コストが重防食塗装に比べ３
０％以下、Al-Mg溶射に比べ
て65%以下を達成

・プレキャストPC部材の製造
と市場への供給を実現

作業簡便化や工期短縮化
による低コスト化と長寿命
性能を有する超耐久性能
を有する超耐久性コンク
リートを用いたプレキャス
ト部材を製品化

高信頼で低コストなインフラ
補修技術の開発

・インフラ劣化機構の診断技
術の開発

物質・材料研究の中核的
機関であるＮＩＭＳに、オー
ルジャパン体制の信頼性
評価、補修技術等に関す
る研究開発拠点を構築

次世代インフラ材料開発

国土交通省

研究成果は、維持管理プ
ロセスに必要な技術の開
発及び活用、並びに「道路
土工指針」や「道路トンネ
ル維持管理便覧」等行政
による技術基準の策定、
国、地方公共団体、民間
等が行う建設事業や業務
等に関連する技術資料の
作成に反映

構造材料のさまざまなパ
ターンの劣化機構に対す
るシミュレーション技術を
開発し、構造体の劣化進
展予測システムを構築、イ
ンフラの長寿命化およびラ
イフサイクルコスト低減に
資する新素材等を含む補
修補強技術の開発、新規
及び既設インフラ高性能
化を目指した材料開発

・インフラ劣化機構の診断技
術の開発

研究成果は、維持管理プ
ロセスに必要な技術の開
発及び活用、並びに「道路
土工指針」や「道路トンネ
ル維持管理便覧」等行政
による技術基準の策定、
国、地方公共団体、民間
等が行う建設事業や業務
等に関連する技術資料の
作成に反映

・管理水準に応じた構造物の
調査・点検手法の確立
・構造物の健全度・安全性に
関する診断・評価技術の確立
・構造物の多様な管理水準・
構造条件・損傷状態に応じた
効率的な補修・補強技術の確
立
・構造物や機械設備における
管理水準を考慮した社会的リ
スク評価技術と、これを活用
したマネジメント技術の確立

（2）点検結果に
基づき補修・更
新の必要性を
判断する評価
技術（SIPを含
む）【内閣府、
総務省、文部
科学省、農林
水産省、経済
産業省、国土
交通省】

・診断・予測精度のバラツ
キ低減によるインフラ健全
度の正確な把握
・高精度な余寿命予測技
術の確立により維持管理
計画を最適化し、維持管
理・更新を効率化
・開発する技術を用いた
インフラ性能指標の定量
化

（３）構造物に
必要な強度や
耐久性を効果
的に付与する
技術（対応）（ＳＩ
Ｐを含む）【内閣
府、文部科学
省、農林水産
省、経済産業
省、国土交通
省】

・新規及び既設イン
フラの長寿命化を
目指した材料開発
（強度や耐久性等
の向上）（ＳＩＰを含
む）【内閣府、文部
科学省、農林水産
省、経済産業省】

・経年劣化による変
状（たわみ、ひび割
れ、錆など）が顕在
化したインフラの長
寿命化及びライフ
サイクルコスト低減
に資する補修補強
技術の開発（ＳＩＰを
含む）【内閣府、文
部科学省、農林水
産省、
経済産業省、国土
交通省】

・管理水準に応じた構造物の
調査・点検手法の確立
・構造物の健全度・安全性に
関する診断・評価技術の確立
・構造物の多様な管理水準・
構造条件・損傷状態に応じた
効率的な補修・補強技術の確
立
・構造物や機械設備における
管理水準を考慮した社会的リ
スク評価技術と、これを活用
したマネジメント技術の確立

・自己発光による劣化検出新
材料の研究開発において、ひ
ずみの可視化を達成できる
新規材料開発
・溶射技術開発において、耐
食性に優れた溶射材料組成
を確立
・高耐久性コンクリートの開発
において、高炉スラグ細骨材
を用いたコンクリートはり部材
の特性値確認

・インフラ構造物の０．１％ひ
ずみの可視化を達成し、０．
２％ひずみに対して自己発光
する材料を開発
・溶射材料の抽出

・パイロット工場より耐凍害性
の品質保証を付した量産品
相当の製品の出荷

・０．０１％ひずみ可視化を可
能にする材料・結晶構造因
子・センサ構造解明
・溶射材料の合金組成、被膜
構造と製造法に関するデータ
構築

・プレキャストRC部材のかぶ
りコンクリートの深さ・品質の
工程管理手法の確立

・０．０１％ひずみの可視化を
達成及び自己発光材料を開
発

・１００年間のライフサイクル
コストが重防食塗装に比べ３
０％以下、Al-Mg溶射に比べ
て65%以下を達成

・プレキャストPC部材の製造
と市場への供給を実現

・適切な更新・補修規模や
時期を見据えた効率的な
予防保全により、各自治
体におけるインフラ全体の
維持管理計画を最適化
し、経年別の更新・補修費
用の平準化に資する技術
の実用化

・塩害・アルカリ骨材反応・
凍害・疲労・腐食・水素脆
化等に対する高耐久コン
クリートや鉄鋼材料等の
開発等の長寿命化技術に
より、更新機会を低減

・自己発光による劣化検出新
材料の研究開発において、ひ
ずみの可視化を達成できる
新規材料開発
・溶射技術開発において、耐
食性に優れた溶射材料組成
を確立
・高耐久性コンクリートの開発
において、高炉スラグ細骨材
を用いたコンクリートはり部材
の特性値確認

・インフラ構造物の０．１％ひ
ずみの可視化を達成し、０．
２％ひずみに対して自己発光
する材料を開発
・溶射材料の抽出

・パイロット工場より耐凍害性
の品質保証を付した量産品
相当の製品の出荷

・０．０１％ひずみ可視化を可
能にする材料・結晶構造因
子・センサ構造解明
・溶射材料の合金組成、被膜
構造と製造法に関するデータ
構築

・プレキャストRC部材のかぶ
りコンクリートの深さ・品質の
工程管理手法の確立
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イ・内科技04 イ・内科技04

国土交通省 国土交通省

農林水産省 農林水産省

イ・内科技04 イ・内科技04

国土交通省 国土交通省

農林水産省 農林水産省

・アセットマネジメントシステム
プロトタイプを構築

・東京とタイに拠点を作る

・北陸3県道路橋の点検、補
修・補強履歴、劣化状況の
データベース化

・「施設群マネジメント計画」
の策定に当たっての基本的
考え方の提案

本研究は平成２７年度に終了予定。
これまでの研究成果を踏まえ、効率的かつ効果的なインフラ維持管理・更新の実現に向け
た研究内容について検討中

・AM国際規格の立案と標準
化を行う
・北陸地方におけるアセットマ
ネジメントシステムを開発
・北海道地方・東北地方など
の広域ブロック毎に、１つず
つ計８以上の自治体に稼動
可能なシステムを提示
・「施設群マネジメント計画」
策定・実行のための技術資料
作成、現場普及の具体的方
策の提案

膨大なインフラに対して、
さまざまな技術の研究開
発の成果が実際のインフ
ラマネジメントにおいて実
行され、限られた財源と人
材で効率的に維持管理が
達成されるアセットマネジ
メント技術の開発を行う

点検モニタリング情報を
ベースに余寿命や修繕の
効果を定量化予測システ
ムを構築し、実証実験に
より検証する

・管理水準に応じた構造物の
調査・点検手法の確立
・構造物の健全度・安全性に
関する診断・評価技術の確立
・構造物の多様な管理水準・
構造条件・損傷状態に応じた
効率的な補修・補強技術の確
立
・構造物や機械設備における
管理水準を考慮した社会的リ
スク評価技術と、これを活用
したマネジメント技術の確立
・アセットマネジメントシステム
の統括的研究において、橋梁
データベース構成と既往実装
分析
・北陸地方を中心としたアセッ
トマネジメントシステムの開発
において、点検データによる
現況把握
・アセットマネジメントシステム
の海外展開において、東京と
タイに国際拠点を構築
・港湾構造物の「施設群マネ
ジメント計画」基本構成の検
討

国土交通省

構造物や設備の社会的影
響度要求される性能の違
いを考慮し、社会的な重
要度等に対する管理水準
に応じた合理的な維持管
理の各種要素技術及びマ
ネジメント技術を開発

国土交通省

研究成果は、維持管理プ
ロセスに必要な技術の開
発及び活用、並びに「道路
土工指針」や「道路トンネ
ル維持管理便覧」等行政
による技術基準の策定、
国、地方公共団体、民間
等が行う建設事業や業務
等に関連する技術資料の
作成に反映

取組の内容

港湾における老朽化施設
の事故・損傷事例の収集
や分析により維持管理上
の問題点や技術的課題を
整理するとともに、現場へ
のケーススタディーによ
り、開発する手法の実務
への適用性を検証する

—

施策番号

（５）社会実装
に向けた主な

取組

･社会実装に向けて、開発したセンサ、ロボット、非破壊検査技術やアセットマネジメントシステム等の新技術を国自らが積極的に活用・評価し（国土交通省・農林水産省等における現場検証又は国
土交通省の新技術情報提供システム等）、その成果を地方自治体に広く周知することで全国に展開し、また、国内でのアセットマネジメントシステムの活用実績とその評価をもとに、東南アジアに複
数の拠点を置き、ＩＳＯ等の国際規格との整合性を図りながら技術の浸透化を展開し、更にはインフラ建設と維持管理をパッケージにした海外ビジネスを展開（ＳＩＰを含む）
【内閣府、総務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省】

イ・内科技01、イ・内科技02,
イ・内科技03、イ・内科技04
イ・国01, イ・国02,イ・総01,

 イ・経01, イ・文01,
 次・国02, 次・国03

・点検・補修、利用制限等の
判断のための評価基準及び
システムの検討

イ・国02

既存港湾構造物の効率的
かつ効果的な長寿命化・
有効活用の実現のため、
港湾構造物の保有性能を
簡便に評価し、施設の点
検・補修、利用制限等の
時期や範囲を的確に判断
する手法を開発する

イ・国02

･地方公共団体に
適応可能なアセット
マネジメント技術の
開発と全国的な展
開を見据えたマネ
ジメント体制の構築
（ＳＩＰを含む）【内閣
府、農林水産省、国
土交通省】

  ・膨大なインフラに
対して、限られた財
源と人材で効率的
に維持管理を行っ
ていくための、ライ
フサイクルコストの
最小化を目指すイ
ンフラ構造物のア
セットマネジメント技
術の開発につい
て、将来的な国際
展開も視野に入れ
て推進（ＳＩＰを含
む）【内閣府、農林
水産省、国土交通
省】

・供用中の施設の性能評価
に関する要素技術や提供情
報の検討

点検モニタリング情報を
ベースに余寿命や修繕の
効果を定量化予測システ
ムを構築し、実証実験に
より検証する

・海外インフラ構造物に対す
る保全計画提案

・標準設計と設計例作成

・実装モニタリングシステムに
よる検証

・港湾経営の一部としての「施
設群マネジメント計画」の検
証

・老朽化施設の事故等の事
例収集及び課題を抽出

膨大なインフラに対して、
さまざまな技術の研究開
発の成果が実際のインフ
ラマネジメントにおいて実
行され、限られた財源と人
材で効率的に維持管理が
達成されるアセットマネジ
メント技術の開発を行う

（４）アセットマ
ネジメントシス
テムの構築
（ＳＩＰを含む）
【内閣府、農林
水産省、
国土交通省】

・地域の特性に応じた広
域ブロック毎に、適用可能
なアセットマネジメントの実
施と維持管理市場の創出

 ・アセットマネジメント実施
インフラにおける老朽化に
起因する国内重要インフ
ラの重大事故ゼロ

 ・開発技術の国際展開に
よる輸出産業を創出

・地域の特性に応じた広
域ブロック毎に、適用可能
なアセットマネジメントの実
施と維持管理市場の創出
 ・アセットマネジメント実施
インフラにおける老朽化に
起因する国内重要インフ
ラの重大事故ゼロ
 ・開発技術の国際展開に
よる輸出産業を創出

・アセットマネジメントシステム
の統括的研究において、橋梁
データベース構成と既往実装
分析
・北陸地方を中心としたアセッ
トマネジメントシステムの開発
において、点検データによる
現況把握
・アセットマネジメントシステム
の海外展開において、東京と
タイに国際拠点を構築
・港湾構造物の「施設群マネ
ジメント計画」基本構成の検
討

・アセットマネジメントシステム
プロトタイプを構築

・東京とタイに拠点を作る

・北陸3県道路橋の点検、補
修・補強履歴、劣化状況の
データベース化

・「施設群マネジメント計画」
の策定に当たっての基本的
考え方の提案

・海外インフラ構造物に対す
る保全計画提案

・標準設計と設計例作成

・実装モニタリングシステムに
よる検証

・港湾経営の一部としての「施
設群マネジメント計画」の検
証

・AM国際規格の立案と標準
化を行う
・北陸地方におけるアセットマ
ネジメントシステムを開発
・北海道地方・東北地方など
の広域ブロック毎に、１つず
つ計８以上の自治体に稼動
可能なシステムを提示
・「施設群マネジメント計画」
策定・実行のための技術資料
作成、現場普及の具体的方
策の提案
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平成28年度アクションプラン対象施策に基づく関連表

Ⅲ．世界に先駆けた次世代インフラの構築

ⅱ）自然災害に対する強靱な社会の実現

今年度の検証
可能な達成目標

３年間の検証可能な達成目標
総合戦略2015の
記載内容

重点的取組 ①取組の内容 施策番号 施策内容 施策番号 施策内容 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
②2020年までの
成果目標

防・国01

沿岸域施設の地震による
液状化及び機能低下メカ
ニズムを考慮した岸壁や
護岸等の沿岸土木施設の
残存性能評価手法の開発
と、それを踏まえた地震後
早期応急復旧技術、荷役
機械の免震技術の構築

防・国01
実証試験を含む研究開発
成果を地震対策のガイド
ラインなどに反映させる

沿岸地域施設事後性能評価
手法検討

沿岸域全体安全・機能確保
方法開発

沿岸域全体総合耐震対策検
討

沿岸域施設の耐震性能早期
発現のための対策技術検討

・ 液状化診断・対策技術
の確立と対策技術選定の
ためのガイドライン作成

防・文01

E-ディフェンスを活用した
実証試験結果もとに
将来の巨大地震に向けた
現在のマニュアルや技術
提案の作成

文部科学省

都市の脆弱性が引き起こ
す激甚災害の軽減化プロ
ジェクト
＜内容＞
大型震動台等を活用した
都市の機能維持・回復の
ための調査･研究を行い、
都市災害が発生した場合
の減災に資する対策を明
確にする

防・内科01 防・内科01

消防庁 消防庁

国土交通省 国土交通省

大規模実証実験などに基
づく、適切な液状化対策
工法の提案

橋梁・港湾・貯蔵施設など
に利用できる総合的な液
状化対策の指針を整備

1.港湾施設および埋立地にお
ける長継続時間地震動の液
状化特性に及ぼす影響に関
する小型振動実験と再現解
析。
2.小型模型による橋梁基礎の
液状化時挙動把握実験およ
び数値解析による再現解析。
3.石油タンク周辺施設の強振
時挙動把握実験および損傷
程度推定解析技術検討。

1. 簡易耐震性診断ができる
2. 液状化診断対策技術のガ
イドライン（草案）の提供

橋梁基礎に関して大規模実
験による技術の高度化

H28年度末に作成したガイド
ライン【草案】の見直し

・ 液状化診断・対策技術
の確立と対策技術選定の
ためのガイドライン作成

総合戦略2015の記載内容 各省事業・施策
各省事業・施策
（社会実装）

  ・建築物・附帯設
備の耐震化、液状
化と津波被害対策
技術の確立に向
け、Ｅ－ディフェンス
（実大三次元震動
破壊実験施設）や
世界最大級の津波
実験施設などを活
用した大規模実証
実験の実施（ＳＩＰを
含む）
【内閣府、総務省、
消防庁、文部科学
省、国土交通省】

（１）「予防力」
関連技術（ＳＩＰ
を含む）
【内閣府、総務
省、消防庁、文
部科学省、国
土交通省】

防・文01

Ｅ－ディフェンス（実大三
次元震動破壊実験施設）
を活用した長時間・長周期
地震動の被害メカニズム
の解明とともに、次世代免
震技術の開発と耐震構造
技術・耐震改修技術、耐
震性の評価手法を構築

1 従来の耐震構造と比べて
20%程度耐震強度の高い耐
震構造・耐震改修技術を開発
する。
2 東日本大震災で首都圏で
観測された長周期震動の3倍
の強さの揺れにも無損傷な次
世代免震技術を開発する。
3 地中構造物、プラント機器・
配管、建築防災・防火設備の
合理的な耐震性能評価手法
を構築する。

1. H25年度に実施した大空間
建物の実験の成果を踏まえ、
天井を含めた建物の耐震強
度を向上させた大空間建物
の耐震研究を進め、更なる耐
震構造・耐震改修技術の高
度化を進める
2. H27年度検討した実験計画
に基づき、長時間・長周期地
震動でも無損傷な次世代免
震技術の開発を目指した実
験を実施する
3. H27年度までの検討結果を
元に、地中構造物、プラント
機器・配管、建築防災・防火
設備の合理的な耐震性能評
価手法をまとめる

1. 被害低減型高耐震構造や
付帯設備を含めた施設の機
能維持・高度化に関わる研究
開発を進めるとともに、天井
を含めた建物の耐震強度を
向上させた大空間建物の耐
震研究を進め、更なる耐震構
造・耐震改修技術の高度化を
検証する実験を実施する。
2. 構造物の長周期地震動に
対する振動制御技術に関す
る研究開発を進めるととも
に、H28年度の次世代免震構
造の震動実験のデータ解析
を行う。
3. 土構造物などや機器，配
管等の被害低減対策に関す
る研究開発を進める。

1. 被害低減型高耐震構造や
付帯設備を含めた施設の機
能維持・高度化に関わる実験
計画の検討を進めるととも
に、H29年度の大空間建物実
験のデータ解析を行う。
2. 長周期地震動に対し、構造
物が影響を受けない振動制
御技術に関する研究開発を
進める。
3. 土構造物等の耐震性能実
証・評価手法の確立を目指す
実験計画等の検討を進める。

・ 東日本大震災において
首都圏で観測された長周
期地震動の３倍の強さの
揺れにも無損傷な次世代
免震技術の確立

・ 液状化診断・対策技術
の確立と対策技術選定の
ためのガイドライン作成
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防・国01

沿岸域施設の地震による
液状化及び機能低下メカ
ニズムを考慮した施設の
残存性能評価手法の開発
とそれを踏まえた、地震後
早期応急復旧技術、荷役
機械の免震技術の構築

防・国01
実証試験を含む研究開発
成果を地震対策のガイド
ラインなどに反映させる

沿岸地域施設事後性能評価
手法検討

沿岸域全体安全・機能確保
方法開発

沿岸域全体総合耐震対策検
討

沿岸域施設の耐震性能早期
発現のための対策技術検討

・ 液状化診断・対策技術
の確立と対策技術選定の
ためのガイドライン作成

防・文01

E-ディフェンスを活用した
実証試験結果もとに
将来の巨大地震に向けた
現在のマニュアルや技術
提案の作成

文部科学省

都市の脆弱性が引き起こ
す激甚災害の軽減化プロ
ジェクト
＜内容＞
大型震動台等を活用した
都市の機能維持・回復の
ための調査･研究を行い、
都市災害が発生した場合
の減災に資する対策を明
確にする

防・内科01 防・内科01

消防庁 消防庁

国土交通省 国土交通省

 

 ・地震・津波発生時
における石油タンク
などの重要インフラ
設備や沿岸域の重
要施設の災害・事
故対策、消火技術
に関する開発（ＳＩＰ
を含む）
【内閣府、総務省、
消防庁、文部科学
省、国土交通省】 反応性の高い化学物質の

火災危険性評価手法や消
火時の安全管理技術に関
するガイドライン、火災原
因調査技術の高度化に関
するガイドラインをとりまと
め、消防機関や関係事業
所の現場への実装

-

1. 既往の短周期地震動によ
る石油タンクの応答・挙動の
解析手法の整理・分析整理
分析
2. 電器火災をはじめとした火
災事例の収集、介護施設入
居者の避難能力についての
基礎的データの収集
3. 悪路走行及び救助現場で
の画像情報活用事例の収集
及び検討

1. 非水溶性可燃性液体（ガソ
リン、灯油、軽油、重油等）の
消火性能の検討
2. 種々の放電による着火性
の検討や火災による煤の壁
面付着条件に関する実験
3. 悪路走行のプロトタイプ製
作、高低差の要素を盛り込ん
だ各棟延焼方式の市街地延
焼シミュレーションモデルのプ
ロトタイプ構築

・ 液状化診断・対策技術
の確立と対策技術選定の
ためのガイドライン作成

防・総02

防・文01

Ｅ－ディフェンス（実大三
次元震動破壊実験施設）
を活用した長時間・長周期
地震動の被害メカニズム
の解明と、次世代免震技
術の開発と耐震構造技
術・耐震改修技術、耐震
性の評価手法を構築

1. 被害低減型高耐震構造や
付帯設備を含めた施設の機
能維持・高度化に関わる研究
開発を進めるとともに、天井
を含めた建物の耐震強度を
向上させた大空間建物の耐
震研究を進め、更なる耐震構
造・耐震改修技術の高度化を
検証する実験を実施する。
2. 構造物の長周期地震動に
対する振動制御技術に関す
る研究開発を進めるととも
に、H28年度の次世代免震構
造の震動実験のデータ解析
を行う。
3. 土構造物などや機器，配
管等の被害低減対策に関す
る研究開発を進める。

1. 被害低減型高耐震構造や
付帯設備を含めた施設の機
能維持・高度化に関わる実験
計画の検討を進めるととも
に、H29年度の大空間建物実
験のデータ解析を行う。
2. 長周期地震動に対し、構造
物が影響を受けない振動制
御技術に関する研究開発を
進める。
3. 土構造物等の耐震性能実
証・評価手法の確立を目指す
実験計画等の検討を進める。

・ 東日本大震災において
首都圏で観測された長周
期地震動の３倍の強さの
揺れにも無損傷な次世代
免震技術の確立

・ 液状化診断・対策技術
の確立と対策技術選定の
ためのガイドライン作成

H28年度末に作成したガイド
ライン【草案】の見直し

・ 液状化診断・対策技術
の確立と対策技術選定の
ためのガイドライン作成

橋梁・港湾・貯蔵施設など
に利用できる総合的な液
状化対策の指針を整備

大規模実証実験などに基
づく、適切な液状化対策
工法の提案

1.港湾施設および埋立地にお
ける長継続時間地震動の液
状化特性に及ぼす影響に関
する小型振動実験と再現解
析。
2.小型模型による橋梁基礎の
液状化時挙動把握実験およ
び数値解析による再現解析。
3.石油タンク周辺施設の強振
時挙動把握実験および損傷
程度推定解析技術検討。

1. 簡易耐震性診断ができる
2. 液状化診断対策技術のガ
イドライン（草案）の提供

橋梁基礎に関して大規模実
験による技術の高度化

1. 従来の耐震構造と比べて
20%程度耐震強度の高い耐
震構造・耐震改修技術を開発
する。
2. 東日本大震災で首都圏で
観測された長周期震動の3倍
の強さの揺れにも無損傷な次
世代免震技術を開発する。
3. 地中構造物、プラント機器・
配管、建築防災・防火設備の
合理的な耐震性能評価手法
を構築する。

1. H25年度に実施した大空間
建物の実験の成果を踏まえ、
天井を含めた建物の耐震強
度を向上させた大空間建物
の耐震研究を進め、更なる耐
震構造・耐震改修技術の高
度化を進める
2. H27年度検討した実験計画
に基づき、長時間・長周期地
震動でも無損傷な次世代免
震技術の開発を目指した実
験を実施する
3. H27年度までの検討結果を
元に、地中構造物、プラント
機器・配管、建築防災・防火
設備の合理的な耐震性能評
価手法をまとめる

防・総02

危険物施設などで取り扱
う反応性の高い化学物質
の火災危険評価手法や消
火時の安全管理技術、石
油タンクの地震被害評価
の高精度化

1. 熱量計等を用いる圧力・温
度を指標とした定量的な分解
危険性評価方法を提言する
ための基礎データを得る。
2. 火災現場採取物の分析結
果の評価法について標準
データを例示
3. 悪路走行の試験運用、画
像情報の利活用方法の検
討、高速化した広域市街地延
焼シミュレーションモデルのプ
ロトタイプ構築
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防・国02

観測網からリアルタイムで
得られる揺れの時空間的
分布値を用いて、現状か
ら揺れの未来を直接予測
し、緊急地震速報の震度
予測の更なる迅速性や高
精度化と、さらに様々な周
期での精度の高い予測の
実現に結びつく手法の開
発

防・国02
開発した予測技術の気象
庁での導入

震度に加え，長周期地震動を
含む様々な揺れの実況値把
握強化

多くの観測点からリアルタイ
ムで送られてくる波形データ
を用いた，長周期地震動を含
む様々な揺れの予測手法の
開発

長周期地震動を含む様々な
揺れの予測手法の改良

長周期地震動を含む様々な
揺れの予測手法の改良

・津波検知から数分内で
の陸地への津波遡上（浸
水域）予測、豪雨の１時間
前予測の実現とそれによ
る迅速な避難対応の実現

防・国04

緻密な観測網により得ら
れた大量の津波観測デー
タに対応して、津波の発
生・伝播状況を面的に把
握し、波源域を推定するこ
とで沿岸での津波を予測
する手法の高度化と、
GNSSデータのリアルタイ
ム解析やそれに基づく即
時的な震源モデルなどを
用いた津波予測手法の高
度化

防・国04
開発した技術の成果を気
象庁に導入

1. 多点の沖合津波観測デー
タを活用した即時津波予測手
法の開発・改良（気象研究
所）
2. GNSSデータ等に基づく予
測手法の高度化のための開
発・改良（国土地理院）

1. 多点の沖合津波観測デー
タを活用した津波現況の面的
把握手法手法の開発（気象
研究所）
2. GNSSデータ等に基づく予
測手法の高度化のために新
規アルゴリズムの開発、観測
精度の維持に関する開発・改
良（国土地理院）

1. 多点の沖合津波観測デー
タを活用した津波現況の面的
把握手法および面的把握に
基づく即時津波予測手法の
開発（気象研究所）
2. GNSSデータ等に基づく予
測手法の高度化のため、シス
テムの運用を通じて明らかに
なった課題を解決するための
研究開発（国土地理院）

1. 多点の沖合津波観測デー
タを活用した津波現況の面的
把握手法および面的把握に
基づく即時津波予測手法の
改良（気象研究所）
2. GNSSデータ等に基づく予
測手法の高度化のため、シス
テムの運用を通じて明らかに
なった課題を解決するための
研究開発（国土地理院）

・津波検知から数分内で
の陸地への津波遡上（浸
水域）予測、豪雨の１時間
前予測の実現とそれによ
る迅速な避難対応の実現

防・文02

取組によって得られた知
見やデータが防災・減災
対策に反映されるよう、関
係府省との連携を行う

防・国02
地震・津波の予測用デー
タとして活用を検討

防・国04
地震・津波の予測用デー
タとして活用を検討

防・文03
地震・津波の予測技術へ
の活用を検討

防・文03

気象庁のシステムに技術
移転可能な部分は移転
し、警報の精度向上に貢
献

防・国02
研究成果の注意報・警報
などへの利用を検討

防・国04
研究成果の注意報・警報
などへの利用を検討

東南海地震の想定震源域で
ある紀伊半島沖熊野灘にお
いて、海底下に存在する巨大
分岐断層を目指して掘削を行
うとともに、観測装置による
データ取得を継続的に行う

東南海地震の想定震源域で
ある紀伊半島沖熊野灘にお
いて、海底下に存在する巨大
分岐断層を目指して掘削を行
うとともに、観測装置による
データ取得を継続的に行う

巨大分岐断層周辺において、
観測装置によるデータ取得を
継続的に行う。

1. 日本海溝沿いについては、
本格的な運用を行い、常時観
測する。その際は、地震・津
波観測監視システムとの一元
的な監視を行う。
2. 南海トラフ沿いについて
は、本格的な運用を行い、常
時観測する。その際は、日本
海溝海底地震津波観測網と
の一元的な監視を行う。
3. 緊急津波予測技術に係る
システム開発については、日
本海溝海底地震津波観測網
の観測データを用いることに
より、H27年度までに開発した
津波予測技術の実証試験を
進めると共に、新たに津波の
継続時間の評価に係る高度
化を図る。

・津波検知から数分内で
の陸地への津波遡上（浸
水域）予測、豪雨の１時間
前予測の実現とそれによ
る迅速な避難対応の実現

東南海地震の想定震源域で
ある紀伊半島沖熊野灘にお
いて、海底下での地震や歪等
を観測する長期孔内計測装
置を設置するとともに、観測
装置をDONETに接続する。

日本海溝と南海トラフの海
底地震津波観測網の強化
と、そのリアルタイムデー
タから即時的に津波を予
測する「緊急津波予測技
術・津波災害対応支援シ
ステム」の技術開発

防・文02

・津波検知から数分内で
の陸地への津波遡上（浸
水域）予測、豪雨の１時間
前予測の実現とそれによ
る迅速な避難対応の実現

（２）「予測力」
関連技術（ＳＩＰ
及び大会プロ
ジェクト⑥を含
む）
【内閣府、総務
省、消防庁、文
部科学省、経
済産業省、国
土交通省】

防・文03

1. 日本海溝沿いについては、
本格的な運用を行い、常時観
測する。また、地震・津波観
測監視システムとの一元的な
監視体制の構築を進める。
2. 南海トラフ沿いについて
は、本格的な運用を行い、常
時観測する。また、日本海溝
海底地震津波観測網との一
元的な監視体制の構築を進
める。
3. 緊急津波予測技術に係る
システム開発については、日
本海溝海底地震津波観測網
の観測データを用いることに
より、H27年度までに開発した
津波予測技術の実証試験を
進めると共に、新たに津波の
継続時間の評価に係る高度
化を図る。

1. 日本海溝沿いについては、
本格的な運用を行い、常時観
測する。また、地震・津波観
測監視システムとの一元的な
監視体制を構築する。
2. 南海トラフ沿いについて
は、本格的な運用を行い、地
震・津波等を常時観測する。
また、日本海溝海底地震津
波観測網との一元的な監視
体制を構築する。
3. 緊急津波予測技術に係る
システム開発については、日
本海溝海底地震津波観測網
の観測データを用いることに
より、H27年度までに開発した
津波予測技術の実証試験を
進めると共に、新たに津波の
継続時間の評価に係る高度
化を図る。

・ 地震・津波の早期
予測・危険度予測
技術の開発（地震
や津波災害に関し
て、海底地震津波
観測ケーブル網で
津波の伝搬をリア
ルタイムに検知する
仕組みの構築、複
雑な海岸地形の影
響や防護施設の効
果を取り入れた津
波伝搬・遡上シミュ
レーション技術の開
発等）（ＳＩＰを含む）
【内閣府、総務省、
文部科学省、国土
交通省】

1. 日本海溝沿いについては、
本格運用を実施。
2. 南海トラフ沿いについて
は、本格運用を実施。
3. 緊急津波予測技術に係る
システム開発については、実
証試験を行いつつ、更なる津
波予測技術の高度化を実
施。

南海トラフにおける地震発
生帯を「ちきゅう」で掘削す
ることにより、海面下の断
層試料の採取と孔内に長
期観測装置を設置し、海
底下環境の地質の知見を
得るとともに、リアルタイム
モニタリングによる、地震
変動や津波高さの推定
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防・文04

成果をWEBで公表、地域
報告会を行うことにより、
地域への防災対策に貢献
する

内閣府（防
災）

「総合防災情報システム
の整備」の取組との、継続
的な連携及び情報交換等
を実施

防・国02
研究成果の注意報・警報
などへの利用を検討

防・国04
研究成果の注意報・警報
などへの利用を検討

防・内科02 防・内科02

総務省 総務省

文部科学省 文部科学省

国土交通省 国土交通省

1. 地震発生後数分以内での
津波予測の実現
2. 豪雨・竜巻の1時間前予測
する

1. 津波遡上予測システムの
改良・高度化を行う
2. 3年目までに開発した予測
技術の首都圏での実証

・津波検知から数分内で
の陸地への津波遡上（浸
水域）予測、豪雨の１時間
前予測の実現とそれによ
る迅速な避難対応の実現

防・文04

災害に強いまちづくりのた
めの海溝型地震・津波等
に関する総合調査を行
い、地震発生メカニズムを
解明する

1. 必要な観測データ等を収
集し、震源断層モデルや波源
モデルについて検討を進める
2. 地震発生過程の解明や地
震被害評価技術の開発、大
型震動実験台等による検証
等の実施及びワークショップ
や地域報告会を通して、都市
や地域の防災対策へ貢献
3. 社会の回復力向上への貢
献に向けた技術開発を行う。

1. 必要な観測データ等を収
集し、震源断層モデルや波源
モデルについて検討を進める
2. 地震発生過程の解明や地
震被害評価技術の開発、大
型震動実験台等による検証
等の実施及びワークショップ
や地域報告会を通して、都市
や地域の防災対策へ貢献
3. 社会の回復力向上への貢
献に向け、実証実験等を通じ
た高度化・実装化を実施す
る。

1. 必要な観測データ等を収
集し、震源断層モデルや波源
モデルについて検討を進める
2. 地域報告会を通して、都市
や地域の防災対策へ貢献。
また、防災研究の推進及び
研究成果の活用や産学官の
体制構築の促進のための
WEBサービスを構築。
3. 社会の回復力向上への貢
献に向け、実証実験等を通じ
た高度化・実装化を実施す
る。

＜地震・津波＞
開発する予測情報により
気象庁の津波警報などの
高度化に資する。
さらに、得られたデータか
ら余震の可能性等の判断
を行う事で、応急対応の
実現と二次災害を防止す
る。

＜豪雨・竜巻＞
国土交通省・気象庁が発
表する防災や気象の観
測・予測の高度化資する
ことにより、警戒体制の充
実と最適な避難を行うこと
に貢献する。

1. 複雑な海岸地形の効果
を入れた津波伝搬・遡上
シミュレーション技術を開
発。観測網のデータからリ
アルタイムに津波伝搬を
検出し、地震発生から数
分後に内陸への遡上（浸
水域）を推定するシステム
を開発。

2. 最新観測予測分析技術
による豪雨・竜巻の発生
推定し、水災害や土砂災
害の事前予測する技術開
発と、これら自然災害情報
を発信し。警戒・避難等の
災害対応を支援するシス
テムの開発

1. 気象観測レーダーによる豪
雨域の降水強度推定精度を
向上させるアルゴリズムの検
証を行う。
2. 局地的大雨や竜巻等突風
の発生・急発達のプロセスの
解析を行い、これらの現象の
探知アルゴリズム開発を進展
させる。
3. 水平解像度が１km 以下の
数値予報モデルを開発し、積
乱雲の構造の時間発展など
をよりよく良く再現できるよう
にする。
4. 高解像度モデルによる
データ同化研究とアンサンブ
ル予報技術の研究を進め、
過去の豪雨や局地的豪雨、
竜巻などの顕著気象の事例
に適用して結果を検証する。

＜地震・津波＞
1.  地震津波観測網を活用
し、津波遡上即時予測システ
ム試作機の構築。
2.  MP-PARの本格的な開発
と関西域での実証実験の実
施。
3. 積乱雲観測・予測技術の
開発。豪雨予測技術等の高
度化。
＜豪雨・竜巻＞
1. MP-PARの本格的な開発と
関西域での実証実験の実
施。
2. 積乱雲観測・予測技術の
開発。豪雨予測技術等の高
度化。
3. 水災害予測システムの開
発。浸水予測プログラムの改
良。
4. 土砂災害警戒情報の精度
向上に向けた検討。

1. 津波遡上予測システムの
プロトタイプ試作と検証
2. 30秒毎降雨分布定量観測
できるMPフェーズドアレイ
レーダの完成
3. 積乱雲発達予測技術開発

1. 気象レーダーによる顕著現
象発生検知技術の開発を行
う。
2.  ３事例を目標に顕著現象
の事例解析を実施し、これら
の現象を探知するアルゴリズ
ムのプロトタイプを開発する。
3. 水平解像度が１km 以下の
数値予報モデルを開発し、積
乱雲の構造の時間発展など
をよりよく良く再現できるよう
にする。
4. 高解像度モデルによる
データ同化研究とアンサンブ
ル予報技術の研究を進め、
過去の豪雨や局地的豪雨、
竜巻などの顕著気象の事例
に適用して結果を検証する。

1. 気象観測レーダーの観測
データを数値予報精度向上
に役立てる水蒸気分布導出
の開発を行う。
2. 局地的大雨や竜巻等突風
の発生・急発達プロセスにつ
いて、フェーズドアレイレー
ダーと偏波レーダーを組み合
わせた解析を継続し、これら
の現象の探知アルゴリズム
の検証・改良を行う。
3. 水平解像度が１km 以下の
数値予報モデルを開発し、積
乱雲の構造の時間発展など
をよりよく良く再現できるよう
にする。
4. 高解像度モデルによる
データ同化研究とアンサンブ
ル予報技術の研究を進め、
過去の豪雨や局地的豪雨、
竜巻などの顕著気象の事例
に適用して結果を検証する。

1. 気象観測レーダーの観測
データを数値予報精度向上
に役立てる水蒸気分布導出
の開発を行う。
2. 局地的大雨や竜巻等突風
の発生・急発達プロセスにつ
いて、フェーズドアレイレー
ダーと偏波レーダーを組み合
わせた解析を継続し、これら
の現象の探知アルゴリズム
の検証・改良を行う。
3. 水平解像度が１km 以下の
数値予報モデルを開発し、積
乱雲の構造の時間発展など
をよりよく良く再現できるよう
にする。
4. 高解像度モデルによる
データ同化研究とアンサンブ
ル予報技術の研究を進め、
過去の豪雨や局地的豪雨、
竜巻などの顕著気象の事例
に適用して結果を検証する。

・津波検知から数分内で
の陸地への津波遡上（浸
水域）予測、豪雨の１時間
前予測の実現とそれによ
る迅速な避難対応の実現

防・国03

成果は気象庁の気象警
報・気象情報の基盤技術
として活用され、防災気象
情報の精度向上に資する

・津波検知から数分内で
の陸地への津波遡上（浸
水域）予測、豪雨の１時間
前予測の実現とそれによ
る迅速な避難対応の実現

1. 必要な観測データ等を収
集し、震源断層モデルや波源
モデルについて検討を進める
2. 地域報告会を通して、都市
や地域の防災対策へ貢献。
また、防災研究の推進及び
研究成果の活用や産学官の
体制構築の促進のための
WEBサービスの運用。
3. 社会の回復力向上への貢
献に向け、実証実験等を通じ
た高度化・実装化を実施す
る。

・ マルチパラメータ
フェーズドアレイ
レーダ（ＭＰ－ＰＡ
Ｒ）等の最新観測装
置を開発し、既存
レーダ網なども活用
して、積乱雲の発達
過程を生成の初期
段階から高速・高精
度に予測する技術
の開発と国際標準
化に向けた取組実
施（ＳＩＰ及び大会プ
ロジェクト⑥を含む）
【内閣府、総務省、
文部科学省、国土
交通省】

防・国03
集中豪雨・局地的大雨・竜
巻等、顕著気象の監視・
予測技術の高度化
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総務省 総務省

文部科学省 文部科学省

国土交通省 国土交通省

防・総03
航空機SARによる大規模
災害時における災害状況
把握

防・総03

観測データを防災関係府
省の他、民間利用者、一
般市民に向けて広く積極
的に情報提供を行い、普
及啓発に努める

データ判読手法のマニュアル
化（自動処理化）および差分
判読技術を実現する。これら
により、より迅速、かつ専門
技術者なしでの状況把握を可
能とする。

1. 次世代航空機SARの概念
設計
2. 航空機SARデータの一般
活用の促進

1. 次世代航空機SARの詳細
設計
2. 航空機SARデータの一般
活用の促進
3. データ解析によるシステム
の検証と課題の抽出

1. 次世代航空機SARの製作
2. 航空機SARデータの一般
活用の促進
3. 情報抽出技術の高度化

・ 高精度な地理空間情報
や地球観測情報を活用し
た即時被害推定（地震や
津波遡上は発生後数分以
内）

防・文05

だいち2号の運用及び先
進光学衛星・先進レーダ
衛星、光データ中継衛星
の開発により、大規模自
然災害において高分解能
で広域性のある観測デー
タを迅速に提供する

防・文05

地球観測衛星を開発し、
打上げて、システムの実
証や観測データの精度検
証を行った後、防災関係
機関に情報提供を行う。
また、そのデータ提供ため
の仕組みについて、効率
化を引き続き検討する。加
えて、光データ中継衛星
も、観測データの大容量
かつリアルタイム伝送の
実証を行った後、本施策
の衛星などの通信に供す
る。

1. ALOS-2衛星：衛星運用及
び定常配布並びに防災関係
機関等と連携した利用実証を
行う。
2. 先進光学衛星：衛星バス、
観測センサの基本設計、EM
製作試験に着手する。
3. 光データ中継衛星：衛星バ
ス、光通信機器の基本設計、
EM製作試験に着手するととも
に、地上設備開発に着手す
る。

1. ALOS-2衛星：衛星運用及
び定常配布並びに防災関係
機関等と連携した利用実証を
行う。
2. 先進光学衛星：衛星バス、
観測センサの詳細設計を行う
とともに、フライトモデル製作
試験に着手する。
3. 光データ中継衛星：衛星バ
ス、光通信機器の詳細設計
を行うとともに、フライトモデ
ル製作試験に着手する。
4. 先進レーダ衛星：観測セン
サに関する要素試作試験を
行うと共に、基本設計に着手
する。

1. ALOS-2衛星：衛星運用及
び定常配布並びに防災関係
機関等と連携した利用実証を
行う。
2. 先進光学衛星：衛星バス、
観測センサのフライトモデル
製作試験を継続するととも
に、地上設備開発に着手す
る。
3. 光データ中継衛星：衛星バ
ス、光通信機器のフライトモ
デル製作試験を継続する。
4.  先進レーダ衛星：衛星バ
ス、観測センサの詳細設計を
行うとともに、EM製作試験を
実施する。

1. ALOS-2運用・利用実証：
衛星運用及び定常配布並び
に防災関係機関等と連携した
利用実証を行う。
2. 先進光学衛星：衛星バス、
観測センサのフライトモデル
製作試験、地上設備開発を
継続する。
3. 光データ中継衛星：衛星バ
ス、光通信機器のフライトモ
デル製作試験を継続する。
4. 先進レーダ衛星：衛星バ
ス、観測センサのフライトモデ
ル製作試験を実施するととも
に、地上設備開発に着手す
る。

・ 高精度な地理空間情報
や地球観測情報を活用し
た即時被害推定（地震や
津波遡上は発生後数分以
内）

防・経01

超高分解能合成開口レー
ダの小型化技術の研究開
発と、小型衛星による宇
宙システムの確立

防・経01

小型化した超高分解能合
成開口レーダを、小型衛
星に搭載し実証する。そ
の後、その成果を生かし
た宇宙システムのを受
注、及び、国際展開を推
進する。

平成28年度までに、高性能小
型レーダ衛星を開発する。
本研究開発成果を活かした
宇宙システムにおいて、今後
10年間で3件受注することを
目指す。
災害・環境監視等の需要に
応える強靭なインフラの実現
へ貢献する。

平成28年度までに、高性能小
型レーダ衛星を開発する。
本研究開発成果を活かした
宇宙システムにおいて、今後
10年間で3件受注することを
目指す。
災害・環境監視等の需要に
応える強靭なインフラの実現
へ貢献する。

本研究開発成果を活かした
宇宙システムにおいて、今後
10年間で3件受注することを
目指す。
災害・環境監視等の需要に
応える強靭なインフラの実現
へ貢献する。

本研究開発成果を活かした
宇宙システムにおいて、今後
10年間で3件受注することを
目指す。
災害・環境監視等の需要に
応える強靭なインフラの実現
へ貢献する。

・ 高精度な地理空間情報
や地球観測情報を活用し
た即時被害推定（地震や
津波遡上は発生後数分以
内）

1. 地震発生後数分以内での
津波予測の実現
2. 豪雨・竜巻の1時間前予測
する

・津波検知から数分内で
の陸地への津波遡上（浸
水域）予測、豪雨の１時間
前予測の実現とそれによ
る迅速な避難対応の実現

防・内科02

＜地震・津波＞
開発する予測情報により
気象庁の津波警報などの
高度化に資する。
さらに、得られたデータか
ら余震の可能性等の判断
を行う事で、応急対応の
実現と二次災害を防止す
る。

＜豪雨・竜巻＞
国土交通省・気象庁が発
表する防災や気象の観
測・予測の高度化資する
ことにより、警戒体制の充
実と最適な避難を行うこと
に貢献する。

＜地震・津波＞
1.  地震津波観測網を活用
し、津波遡上即時予測システ
ム試作機の構築。
2.  MP-PARの本格的な開発
と関西域での実証実験の実
施。
3. 積乱雲観測・予測技術の
開発。豪雨予測技術等の高
度化。
＜豪雨・竜巻＞
1. MP-PARの本格的な開発と
関西域での実証実験の実
施。
2. 積乱雲観測・予測技術の
開発。豪雨予測技術等の高
度化。
3. 水災害予測システムの開
発。浸水予測プログラムの改
良。
4. 土砂災害警戒情報の精度
向上に向けた検討。

1. 津波遡上予測システムの
プロトタイプ試作と検証
2. 30秒毎降雨分布定量観測
できるMPフェーズドアレイ
レーダの完成
3. 積乱雲発達予測技術開発

1. 津波遡上予測システムの
改良・高度化を行う
2. 3年目までに開発した予測
技術の首都圏での実証

・ 大規模災害時に
おける被災状況の
広域高分解能観測
のために、地球観
測衛星(ＡＬＯＳ－２
など)の開発、より
詳細な被災状況を
瞬時に把握のため
の超高分解能次世
代合成開口レーダ
（ＳＡＲ）の開発 【総
務省、文部科学省、
経済産業省】

1. 複雑な海岸地形の効果
を入れた津波伝搬・遡上
シミュレーション技術を開
発。観測網のデータからリ
アルタイムに津波伝搬を
検出し、地震発生から数
分後に内陸への遡上（浸
水域）を推定するシステム
を開発。

2. 最新観測予測分析技術
による豪雨・竜巻の発生
推定し、水災害や土砂災
害の事前予測する技術開
発と、これら自然災害情報
を発信し。警戒・避難等の
災害対応を支援するシス
テムの開発

防・内科02
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防・総02

大規模石油タンクの地震
動による影響評価、市街
地火災について延焼拡大
のリアルタイムな予測や
火災旋風・飛火による被
害の軽減等に関する手法
やガイドラインをとりまと
め、消防機関や関係事業
所の現場への実装

防・総01

石油コンビナートの火災な
どの延焼予測情報をロ
ボットによる効率的な消火
活動に活用

地・総01
研究成果を、大規模災害
現場における次世代救急
車の運用の効率化に活用

防・文04

成果をWEBで公表し、地
域報告会を行うことによ
り、地域への防災対策へ
貢献する

内閣府（防
災）

「総合防災情報システム
の整備」の取組との、継続
的な連携及び情報交換等
を実施

防・国02
研究成果の注意報・警報
などへの利用を検討

防・国04
研究成果の注意報・警報
などへの利用を検討

総務省 総務省

文部科学省 文部科学省

国土交通省 国土交通省

1. 熱量計等を用いる圧力・温
度を指標とした定量的な分解
危険性評価方法を提言する
ための基礎データを得る。

2. 火災現場採取物の分析結
果の評価法について標準
データを例示

3. 悪路走行の試験運用、画
像情報の利活用方法の検
討、高速化した広域市街地延
焼シミュレーションモデルのプ
ロトタイプ構築

1. 必要な観測データ等を収
集し、震源断層モデルや波源
モデルについて検討を進める
2. 地震発生過程の解明や地
震被害評価技術の開発、大
型震動実験台等による検証
等の実施及びワークショップ
や地域報告会を通して、都市
や地域の防災対策へ貢献
3. 社会の回復力向上への貢
献に向けた技術開発を行う。

1. 必要な観測データ等を収
集し、震源断層モデルや波源
モデルについて検討を進める
2. 地震発生過程の解明や地
震被害評価技術の開発、大
型震動実験台等による検証
等の実施及びワークショップ
や地域報告会を通して、都市
や地域の防災対策へ貢献
3. 社会の回復力向上への貢
献に向け、実証実験等を通じ
た高度化・実装化を実施す
る。

1. 必要な観測データ等を収
集し、震源断層モデルや波源
モデルについて検討を進める
2. 地域報告会を通して、都市
や地域の防災対策へ貢献。
また、防災研究の推進及び
研究成果の活用や産学官の
体制構築の促進のための
WEBサービスを構築。
3. 社会の回復力向上への貢
献に向け、実証実験等を通じ
た高度化・実装化を実施す
る。

・ 高精度な地理空間情報
や地球観測情報を活用し
た即時被害推定（地震や
津波遡上は発生後数分以
内）

1. 必要な観測データ等を収
集し、震源断層モデルや波源
モデルについて検討を進める
2. 地域報告会を通して、都市
や地域の防災対策へ貢献。
また、防災研究の推進及び
研究成果の活用や産学官の
体制構築の促進のための
WEBサービスの運用。
3. 社会の回復力向上への貢
献に向け、実証実験等を通じ
た高度化・実装化を実施す
る。

・ 高精度な地理空間情報
や地球観測情報を活用し
た即時被害推定（地震や
津波遡上は発生後数分以
内）

1. 既往の短周期地震動によ
る石油タンクの応答・挙動の
解析手法の整理・分析整理
分析

2. 電器火災をはじめとした火
災事例の収集、介護施設入
居者の避難能力についての
基礎的データの収集

3. 悪路走行及び救助現場で
の画像情報活用事例の収集
及び検討

1. 非水溶性可燃性液体（ガソ
リン、灯油、軽油、重油等）の
消火性能の検討

2. 種々の放電による着火性
の検討や火災による煤の壁
面付着条件に関する実験

3. 悪路走行のプロトタイプ製
作、高低差の要素を盛り込ん
だ各棟延焼方式の市街地延
焼シミュレーションモデルのプ
ロトタイプ構築

・ 高精度な地理空間情報
や地球観測情報を活用し
た即時被害推定（地震や
津波遡上は発生後数分以
内）

＜地震・津波＞
開発する予測情報により
気象庁の津波警報などの
高度化に資する。
さらに、得られたデータか
ら余震の可能性等の判断
を行う事で、応急対応の
実現と二次災害を防止す
る。

＜豪雨・竜巻＞
国土交通省・気象庁が発
表する防災や気象の観
測・予測の高度化資する
ことにより、警戒体制の充
実と最適な避難を行うこと
に貢献する。

＜地震・津波＞
1.  地震津波観測網を活用
し、津波遡上即時予測システ
ム試作機の構築。
2.  MP-PARの本格的な開発
と関西域での実証実験の実
施。
3. 積乱雲観測・予測技術の
開発。豪雨予測技術等の高
度化。
＜豪雨・竜巻＞
1. MP-PARの本格的な開発と
関西域での実証実験の実
施。
2. 積乱雲観測・予測技術の
開発。豪雨予測技術等の高
度化。
3. 水災害予測システムの開
発。浸水予測プログラムの改
良。
4. 土砂災害警戒情報の精度
向上に向けた検討。

1. 津波遡上予測システムの
プロトタイプ試作と検証
2. 30秒毎降雨分布定量観測
できるMPフェーズドアレイ
レーダの完成
3. 積乱雲発達予測技術開発

1. 津波遡上予測システムの
改良・高度化を行う
2. 3年目までに開発した予測
技術の首都圏での実証

1. 地震発生後数分以内での
津波予測の実現
2. 豪雨・竜巻の1時間前予測
する

-

・ 上記の地震・津
波・豪雨・竜巻など
に関わる位置情報
やセンサ情報など
の大量の動的な地
理空間情報をリア
ルタイムに収集、利
用、検索、処理を可
能とする基盤技術
の開発、収集した情
報を活用した意思
決定可能な災害予
測シミュレーション
技術の開発（ＳＩＰを
含む） 【内閣府、総
務省、消防庁、文部
科学省、国土交通
省】

防・文04

地震の揺れとその災害予
測により、都市の安全と機
能の確保を調査研究し主
要な防災関連システムと
連携した災害被害予測シ
ステム・手法の開発

防・内科02

1. 複雑な海岸地形の効果
を入れた津波伝搬・遡上
シミュレーション技術を開
発。観測網のデータからリ
アルタイムに津波伝搬を
検出し、地震発生から数
分後に内陸への遡上（浸
水域）を推定するシステム
を開発。

2. 最新観測予測分析技術
による豪雨・竜巻の発生
推定し、水災害や土砂災
害の事前予測する技術開
発と、これら自然災害情報
を発信し。警戒・避難等の
災害対応を支援するシス
テムの開発

防・総02

被災地域やその被害拡大
を早期に推定把握するた
めに石油タンクの漏えい
被害の地震動による影響
評価の高精度化と、市街
地火災について、被害の
拡大要因である火災旋
風・飛火の現象の解明と
延焼拡大のリアルタイム
な予測手法の開発

防・内科02
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防・国05

気象庁に開発した技術を
導入し、火山監視、噴火
警報業務において活用す
る

防・文06

「火山噴火予知連絡会」等
において、火山研究およ
び業務に係る報告を活用
することにより、情報交換
を行う

防・文06

研究開発で得られた成果
を気象庁で活用し噴火警
報レベルの判断等に貢献
する

防・国05

「火山噴火予知連絡会」等
において、火山研究およ
び業務に係る報告を活用
することにより、情報交換
を行う

防・内科03 防・内科03

総務省 総務省

文部科学省 文部科学省

国土交通省 国土交通省

総務省 総務省

文部科学省 文部科学省

厚生労働省 厚生労働省

農林水産省 農林水産省

1. 情報共有システムのプロト
タイプ開発と基本実証
2. 災害情報配信技術の実証
3. 社会実験によるアプリの評
価

1. 情報共有システムと利活
用技術の実証実験
2. 災害情報配信技術のテス
トヘッドによる統合化実証を
行う
3. 実証実験によるアプリの改
良

1. 関連諸機関の防災システ
ムへの、リアルタイム被害推
定・実態把握情報のシームレ
スな共有と災害対応への利
活用の実現
2. 災害情報配信技術の統合
実証試験を行う
3. 中核機関と連携して実証
実験と展開

・ 災害関連情報のリアル
タイム共有を可能とするプ
ラットフォーム（レジリエン
ト情報ネットワーク）の実
現

・ 即時被害推定(（２）予測
力の成果による)と被害状
況把握に基づく災害時意
思決定支援システムの確
立

（３）「対応力」
関連技術（ＳＩＰ
を含む）
【内閣府、総務
省、消防庁、文
部科学省、厚
生労働省、農
林水産省、経
済産業省、
国土交通省、
防衛省】

1. DMAT派遣およびため池決
壊・氾濫予測を利活用モデル
として、府省庁連携防災情報
共有システムの拡充・強化な
らびに試験を実施
2. V-Low放送受信機と情報
配信連携システム開発と情報
弱者の判読可能な緊急速報
メールの配信技術の開発
3. ICTユニットの小型・軽量
化、高機能車載ICTユニット
開発
4.  広域災害を想定した社会
実装実験の準備及び、個別
アプリの改良。

・ 災害や防災・減災
に関わる多様な情
報を収集し、災害時
の即時対応におけ
る意思決定等災害
対応に必要な被害
情報をリアルタイム
で提供する技術の
開発（災害情報の
配信技術、リアルタ
イム被害推定シス
テム、ソーシャルメ
ディアを用いた災害
情報収集・分析と災
害推定技術、地域
住民との連携によ
る地域災害対応ア
プリケーション技術
含む）（ＳＩＰを含む）
【内閣府、総務省、
文部科学省、厚生
労働省、農林水産
省、国土交通省】

システム整備及び実装（地
震：1分以内、津波遡上：地震
発生数分後での被害推定の
実現

複数の府省庁・関係機関
が相互に連携する訓練を
実施し、その有効性を評
価検証する。

防・内科04

1. ICT技術により、各機関
保有の災害予測情報、被
害推定情報、被害情報等
をリアルタイムで共有する
ためのレリジエント情報
ネットワークを構築し、内
閣府総合防災情報システ
ム、国の防災対応機関が
保有する災害情報システ
ム、自治体の災害情報シ
ステムなどとの情報提供・
共有を、ロバストに確保す
る技術を開発。
2. 多様なメディアを活用す
る災害情報の配信や被災
地域のとの通信を確保す
る配信技術の開発
3. 情報を用いて地域など
の災害時対応を支援する
技術の開発

リアルタイム被害推定・災
害情報収集・分析・共有シ
ステムの開発

防・内科04

防・文06

火山以外の他分野との融
合を図り、「観測・予測・対
策」の一体的な研究を実
施し、「人材育成コンソー
シアム」を構築し、大学間
連携を強化すると共に、最
先端の研究と、連携した
体系的な教育を行い人材
育成を図る

1. 多成分火山ガス連続観測
データの解析手法開発
2. 火口近傍における複合的
観測

1. 火山における土壌ガス放
出量サーベイ
2. 火口近傍における複合的
観測

1. 火山における土壌ガス観
測データの解析高度化
2. 水蒸気噴火のメカニズム
のモデル化

・ 高精度な地理空間情報
や地球観測情報を活用し
た即時被害推定（地震や
津波遡上は発生後数分以
内）

1. .先端的な従前の観測研究
や他分野との連携・融合をさ
らに進め、一元化した各種観
測データの活用を図る。
2. 大学等で行う研究プロジェ
クトとの連携による、体系的
な教育プログラムの提供や地
方自治体等関係機関との連
携により、研究者の育成・確
保を進める。

・ 災害関連情報のリアル
タイム共有を可能とするプ
ラットフォーム（レジリエン
ト情報ネットワーク）の実
現

・ 即時被害推定(（２）予測
力の成果による)と被害状
況把握に基づく災害時意
思決定支援システムの確
立

1. 先端的な従前の観測研究
や他分野との連携・融合のも
と行うとともに、各種観測デー
タの一元化を図る
2. 大学等の研究プロジェクト
との連携による、体系的な教
育プログラムの提供や地方
自治体等関係機関との連携
により、研究者を育成・確保
する体制を構築する。

1. 先端的な従前の観測研究
や他分野との連携・融合をさ
らに進め、一元化した各種観
測データの活用を図る。
2. 大学等の研究プロジェクト
との連携による、体系的な教
育プログラムの提供や地方
自治体等関係機関との連携
により、研究者の育成・確保
を進める。

・ 高精度な地理空間情報
や地球観測情報を活用し
た即時被害推定（地震や
津波遡上は発生後数分以
内）

発災後15分から30分程度で
全国概観版のリアルタイム被
害推定・実態把握技術のシス
テム構築

リアルタイム被害推定・実態
把握技術の実証及び改良

即時被害推定と被害状況
把握及びそれに基づく災
害対応意思決定支援の実
現により、地震・津波・豪
雨災害について各省及び
自治体の迅速かつ的確な
初動対応が可能とする。

1. リアルタイム被害推定・状
況把握技術及びシステムの
開発と、構造物解析による高
分解能な被害推定技術の開
発
2. 地球観測衛星を利用した
災害情報抽出に関する研究
開発
3. ソーシャルメディアを用い
た災害状況要約システムの
開発

-

-

・ 新たな観測機器
等を用いた火山噴
火予測及び火山活
動推移予測の高精
度化のための研究
開発 【文部科学省】

火山ガスの観測による火
山活動監視手法の開発な
ど火山活動予測の高度化
を図る

防・国05
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防・文03

津波遡上域等の推定を行
うハザード評価手法につ
いても研究を行い、避難
や適切な初動対応に資す
る情報提供を目指す

防・国02
研究成果の注意報・警報
等への利用検討

防・国04
研究成果の注意報・警報
等への利用検討

防・文04

防災研究の推進や成果の
共有、活用のためにWEB
サービスを構築するなど、
大規模災害時被害を最小
化し早期に回復する社会
の構築に貢献する

内閣府（防
災）

「総合防災情報システム
の整備」の取組との、継続
的な連携及び情報交換等
を実施

防・総02

石油タンクの地震時の耐
震構造・耐震改修技術の
開発や地中構造物の耐震
性評価手法の高度化を行
い減災に向けたマニュア
ル化を行う

防・国02
研究成果の注意報・警報
等への利用検討

防・国04
研究成果の注意報・警報
等への利用検討

1. 必要な観測データ等を収
集し、震源断層モデルや波源
モデルについて検討を進める
2. 地震発生過程の解明や地
震被害評価技術の開発、大
型震動実験台等による検証
等の実施及びワークショップ
や地域報告会を通して、都市
や地域の防災対策へ貢献
3. 社会の回復力向上への貢
献に向け、実証実験等を通じ
た高度化・実装化を実施す
る。

1. 必要な観測データ等を収
集し、震源断層モデルや波源
モデルについて検討を進める
2. 地域報告会を通して、都市
や地域の防災対策へ貢献。
また、防災研究の推進及び
研究成果の活用や産学官の
体制構築の促進のための
WEBサービスを構築。
3. 社会の回復力向上への貢
献に向け、実証実験等を通じ
た高度化・実装化を実施す
る。

防・文04
地震発生メカニズムの研
究成果やその活用方法に
ついて地域研究会や報告
会、WEBサービスなど通じ
て都市や地域の防災対策
に貢献する

防・文03

日本海溝と南海トラフの海
底地震津波観測網のリア
ルタイムデータから即時的
に津波を予測する「緊急
津波予測技術・津波災害
対応支援システムの技術
開発

1. 必要な観測データ等を収
集し、震源断層モデルや波源
モデルについて検討を進める
2. 地震発生過程の解明や地
震被害評価技術の開発、大
型震動実験台等による検証
等の実施及びワークショップ
や地域報告会を通して、都市
や地域の防災対策へ貢献
3. 社会の回復力向上への貢
献に向けた技術開発を行う。

1. 日本海溝沿いについては、
本格運用を実施。
2. 南海トラフ沿いについて
は、本格運用を実施。
3. 緊急津波予測技術に係る
システム開発については、実
証試験を行いつつ、更なる津
波予測技術の高度化を実
施。

・ 災害関連情報のリアル
タイム共有を可能とするプ
ラットフォーム（レジリエン
ト情報ネットワーク）の実
現

・ 即時被害推定(（２）予測
力の成果による)と被害状
況把握に基づく災害時意
思決定支援システムの確
立

1. 日本海溝沿いについては、
本格的な運用を行い、常時観
測する。また、地震・津波観
測監視システムとの一元的な
監視体制の構築を進める。
2. 南海トラフ沿いについて
は、本格的な運用を行い、常
時観測する。また、日本海溝
海底地震津波観測網との一
元的な監視体制の構築を進
める。
3. 緊急津波予測技術に係る
システム開発については、日
本海溝海底地震津波観測網
の観測データを用いることに
より、H27年度までに開発した
津波予測技術の実証試験を
進めると共に、新たに津波の
継続時間の評価に係る高度
化を図る。

1. 日本海溝沿いについては、
本格的な運用を行い、常時観
測する。また、地震・津波観
測監視システムとの一元的な
監視体制を構築する。
2. 南海トラフ沿いについて
は、本格的な運用を行い、地
震・津波等を常時観測する。
また、日本海溝海底地震津
波観測網との一元的な監視
体制を構築する。
3. 緊急津波予測技術に係る
システム開発については、日
本海溝海底地震津波観測網
の観測データを用いることに
より、H27年度までに開発した
津波予測技術の実証試験を
進めると共に、新たに津波の
継続時間の評価に係る高度
化を図る。

1. 日本海溝沿いについては、
本格的な運用を行い、常時観
測する。その際は、地震・津
波観測監視システムとの一元
的な監視を行う。
2. 南海トラフ沿いについて
は、本格的な運用を行い、常
時観測する。その際は、日本
海溝海底地震津波観測網と
の一元的な監視を行う。
3. 緊急津波予測技術に係る
システム開発については、日
本海溝海底地震津波観測網
の観測データを用いることに
より、H27年度までに開発した
津波予測技術の実証試験を
進めると共に、新たに津波の
継続時間の評価に係る高度
化を図る。

・ 即時被害推定(（２）予測
力の成果による)と被害状
況把握に基づく災害時意
思決定支援システムの確
立

1. 必要な観測データ等を収
集し、震源断層モデルや波源
モデルについて検討を進める
2. 地域報告会を通して、都市
や地域の防災対策へ貢献。
また、防災研究の推進及び
研究成果の活用や産学官の
体制構築の促進のための
WEBサービスの運用。
3. 社会の回復力向上への貢
献に向け、実証実験等を通じ
た高度化・実装化を実施す
る。
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防・総02

現場におけるUAV等を活
用した捜索救助技術や悪
路での搬送等に対応した
消防車両、避難行動要支
援者の特性に応じた避難
誘導等に関するガイドライ
ンや仕様をとりまとめ、消
防機関や関係事業所の現
場へ実装

防・文01

石油タンクの地震時の耐
震構造・耐震改修技術の
開発や地中構造物の耐震
性評価手法の高度化を行
い減災に向けたマニュア
ル化を行う

防・総01
過酷な環境下での動作技
術等ロボットへの応用可
能な技術の開発

地・総01
次世代救急車の運用の効
率化

防・総01

消防本部との連携により
社会実証しやすい現場
ニーズを反映した技術開
発を行う。
大学などと連携し最新技
術の導入を図り、実戦配
備型の開発においては企
業と連携する。

イ・国01
開発されたロボットについ
て社会インフラでの現場
実証・評価を実施

防・総02

災害予測シミュレーション
の結果を利用し、効率的
な消防ロボットの活用を行
う

消防庁

「救助技術高度化の推進」
最新の装備等による救助
活動技術の向上を目指
し、救助技術の高度化に
関する検討等の取組

防・防01

複数の無人車両における
効率的な走行・作業を目
的とした、各車両からの情
報を統合し広域の走行・
作業エリアの俯瞰表示お
よび緻密な３D地図作成が
迅速に可能となる技術の
確立

防・防01

試作後の実証試験に陸上
自衛隊の支援を受け、評
価を技術開発へフィード
バックする。
また、将来の作業用車両
に反映することを想定。

-

CBRN対応遠隔操縦車両シス
テムの環境認識を向上させる
走行・作業エリア俯瞰表示及
び3D地図を作成可能な主要
構成品を概定する。

走行・作業エリア俯瞰表示及
び3D地図を作成可能な主要
構成品ごとに設計に必要な
要求機能・性能を明確化する
とともに、障害物等を検出可
能な点群データの密度データ
を取得する。

走行・作業エリア俯瞰表示及
び3D地図を作成可能な構成
品ごとの要求機能・性能を基
に、細部の設計を完了し、製
造する。

・災害対応ロボットについ
て現場検証を踏まえ順次
導入・活用拡大

・ 過酷な環境下におい
て、遠く離れた地域から遠
隔操縦可能なロボットや
高機動パワードスーツの
実用化に資する技術の確
立

防・総02

大規模延焼火災や要救助
者が多数発生した場合に
備え、石油タンク火災の消
火ロボットなどにも活用可
能な強力な泡消火技術、
災害現場等における被災
者の捜索救助活動や救急
搬送体制、避難行動要支
援者を含む地域住民の避
難誘導など、被害軽減の
ための研究開発

・ 災害関連情報のリアル
タイム共有を可能とするプ
ラットフォーム（レジリエン
ト情報ネットワーク）の実
現

・ 即時被害推定(（２）予測
力の成果による)と被害状
況把握に基づく災害時意
思決定支援システムの確
立

・災害対応ロボットについ
て現場検証を踏まえ順次
導入・活用拡大

1. 非水溶性可燃性液体（ガソ
リン、灯油、軽油、重油等）の
消火性能の検討

2. 種々の放電による着火性
の検討や火災による煤の壁
面付着条件に関する実験

3. 悪路走行のプロトタイプ製
作、高低差の要素を盛り込ん
だ各棟延焼方式の市街地延
焼シミュレーションモデルのプ
ロトタイプ構築

・ 災害時にも適用
できる次世代社会
インフラ用ロボット
の開発（大規模災
害現場における情
報収集、消火、救
助、応急復旧を、安
全確保を踏まえて
行うためのロボット
技術の開発）（ＳＩＰ
を含む）
 【内閣府、総務省、
消防庁、経済産業
省、国土交通省、防
衛省】

防・総01
石油コンビナート等大規
模火災対応のための消防
ロボットの研究開発

1. 一次試作機に実装する要
素技術の仕様の確定
2. 一次試作のための具体的
用件の詳細の確定
3. 全体システムの具体化

1. 単体ロボットの一次試作完
成
2. 容易な操作手法の確立
3. 放水の自律化の原理確立

1.協調連携システムの構築
2. 自律機能の導入
3. 試作機の試験，改良

1. 配備可能型ロボットシステ
ムの完成

・災害対応ロボットについ
て現場検証を踏まえ順次
導入・活用拡大

・ 過酷な環境下におい
て、遠く離れた地域から遠
隔操縦可能なロボットや
高機動パワードスーツの
実用化に資する技術の確
立

1. 既往の短周期地震動によ
る石油タンクの応答・挙動の
解析手法の整理・分析整理
分析

2. 電器火災をはじめとした火
災事例の収集、介護施設入
居者の避難能力についての
基礎的データの収集

3. 悪路走行及び救助現場で
の画像情報活用事例の収集
及び検討

-

1. 熱量計等を用いる圧力・温
度を指標とした定量的な分解
危険性評価方法を提言する
ための基礎データを得る。

2. 火災現場採取物の分析結
果の評価法について標準
データを例示

3. 悪路走行の試験運用、画
像情報の利活用方法の検
討、高速化した広域市街地延
焼シミュレーションモデルのプ
ロトタイプ構築
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防・防02

過酷な環境下において
も、重量負荷を軽減しつ
つ、迅速機敏な行動を可
能とする高機動パワード
スーツの研究

防・防02

パワードスーツを試作し、
実証試験を行い、大規模
自然災害等が発生した場
合、即時対応できる体制
を構築

-

大きなパワーと素早い動きと
を両立する駆動システム技術
及び不整地で安定して行動
するバランス制御技術を実現
するためのパワードスーツの
主要構成品ごとの要求機能・
性能を明確化するとともに、
安全性を確保するためのリス
ク低減の方法を検討する。

骨格部、制御部、安全性の設
計ために必要なデータを取得
し、明確化した主要構成品ご
との要求機能・性能及びリス
ク低減方法の検討結果に基
づき、構成品の細部の設計、
高機動パワードスーツの製造
を実施し、事後の試験評価に
供するに足りる機能・性能を
有していることを確認する。

1 重量物を携行しつつ迅速機
敏に行動できることを確認す
る。
2 不整地でも安定した行動が
できることを確認する。
3 野外行動時において安全
性を確保できることを確認す
る。

・災害対応ロボットについ
て現場検証を踏まえ順次
導入・活用拡大

・ 過酷な環境下におい
て、遠く離れた地域から遠
隔操縦可能なロボットや
高機動パワードスーツの
実用化に資する技術の確
立

防・内科05 防・内科05

経済産業省 経済産業省

早期インフラ復旧に向け
て、開発された技術を現
場へ試験導入する

・耐水性能・水中走行特性の
検証
・水中地盤性状を取得するた
めの接触型探査技術構築、
位置・センサシステムの構築
・遠隔操作方式・支援機能と
通信部の開発

遠隔操作による水際や半
水中部での確実な作業・
運搬ができる災害対応ロ
ボットのモデルシステムの
開発

防・内科01, 防・内科02, 防・内科03, 防・内科04,
防・文01, 防・経01, 防・国01

防・内科02, 防・内科03, 防・内科04, 防・文02, 防・文03, 防・文04

遠隔操作システムの構築
半水中作業ロボットの支援シ
ステムの開発

・リアルタイム災害情報共有システムと既存の災害予測システム、情報共有システムとを結んだ総合的な防災情報共有と地域住民も含めた利活用の訓練実施（ＳＩＰ
を含む）
【内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省】

（４）社会実装
に向けた主な

取組

取組の内容

・フィールドを活用した技術開発の実用性の検証と技術開発へのフィードバック、公共調達における先導的導入（ＳＩＰを含む）
【内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省】

・技術開発段階からの国際的枠組みづくり、国際標準化及び国際展開に向けた取組（ＳＩＰを含む）
【内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省】

遠隔操作型重運搬ロボットの
水深2mでの走行が可能

・災害対応ロボットについ
て現場検証を踏まえ順次
導入・活用拡大

・ 過酷な環境下におい
て、遠く離れた地域から遠
隔操縦可能なロボットや
高機動パワードスーツの
実用化に資する技術の確
立

施策番号

防・内科01, 防・内科02, 防・内科03, 防・内科04, 防・内科05,
防・総01, 防・総02, 防・総03,
防・文01, 防・文02, 防・文03, 防・文04, 防・文05, 防・文06,
防・経01, 防・国01, 防・国02, 防・国03, 防・国04, 防・国05, 防・防01, 防・防02

138




